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一昨年 の丁度今 頃ベル リンの壁 の前にいて 、その壁 も東ベル リンも今 はない 。その半年程前 に頭
を垂れ たベル グラー ドの花の墓所 も今 はない 。それ どころか 、その要因の一つ とな ったゴルバ チ ョ
フのペ レス トロイカは 、ソ連 邦 とい う魔術 師の幕 とな り、その幕 の背後 に魔術師 も消 え失せ た。余
りの出来事 に 、"国 家"否"人 生唯無常"と云 うのが年頭 の実感 であ る。
一連の出来事 が 、"血 はイデオ ロギーよ り濃 し"とした ドゴールの洞察 どお りに進 んでい るものと
したら、人間は何 と多 くの犠牲 を払 いつつ難 し く生 き続 けている ものか と思 う。そ うだ とすれ ば 、
我 々は今暫 くの間や むを得ず難 し く生 き続 けてい きつ つ 、国家社会 をいや 国家社会 を構成す る人間
その ものの仕組 みや本質 の探求 を深 めなければ な らな いので はないか。
科学技術 は経済発展 の原動力で ある とす る政策理念 は 、特 に資源 の乏 しい我が国 にとって不可欠
で正 しい。然 しなが ら、 この正 し くてやや陳腐 化 した真善美の展開 に大 きな注意 を払 う時機 が到来
しているのではな いか。
当研究所 の運営方向 が 、時間の矢 の方向 にきちん と乗 ってい るか どうか留意 したい 。
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1.最 近 の動 き/CurrentTopics
◎12月16日に第3回国際 コンフ ァレンス・プログラム企 画委員会 が開催 され、プ ログラムの具体 的構成
について、検討 された。
◎講演会等/Lec加resatNISTEP
12/5(木)r経験哲学か ら見 た科学技 術への取 り組 み」 森本 盛(㈱東芝宇 宙開発事業部 顧問)
◎科学技術指標 プロジェク ト・チームが発足
当研究所 では、第2回r科学技術指標」を作成す るため、所 内横断的な科学技術指標 プvジ ェク ト・チ
ー ム(プロジェク ト・り一 ダー:高木喜一郎 総務研究官)を発足 させた。本 プロジェク ト・チー ムでは、
昨年9月に完成 ・公表 したr体 系科学技術 指標」の成果 を踏 まえ、合 成指標 の開発や国際比較 の充実 な
ど、よ り充実 した科学技術指 標の作成 を行 う。平成5年6月末 の完成 を目標に、所 を挙げて取 り組む予定
で ある。
◎ 科学技術政策研究所第2期(平成4年度～6年度)調査研究計画を策 定
当研究所 も昭和63年7月の発足以来3年以上が経過 し、これ までの研究成果 を踏 まえつつ、新 世紀 に
向 けた科学技術 政策の立案 と推進 に、理論的 ・実証的な基盤 と根拠 を提供 してい くことが ます ます必
要 になってい る。このような状況 を踏 まえ、これ までの3年余 りの第1期活動 に対 し、今後3年間を第2期
として、同期 における各 グルー プ、チーム、課の計画 を取 りまとめ、「科学技術政策研究所第2期(平
成4年度 ・》6年度)調査研究計 画(W2B2Guideline)2を策定 した。これ を今後3年間の活動 の指針 とす る
予定 である。(W2D2とは勤atshouldbe旦one及び勤atcanbe亘oneのW,Dを表す)
◎外国技術導入 の動 向分析 一平成2年度 一を発表
本資料 は、平成2年度 の「外 国為替及び外国貿易管理法」等 に基づ く届 出書 を取 りまとめ、技 術分類別
及 び国別等に集計 したもの であ る。なお、次号に一部概要 を掲載す る予定 です。(情報 システム課)
◎ 政 府資 料 ア ブ ス トラク ト誌 の掲 載 資 料 年 間利 用 状 況(1ggeNo.10《・1991No.9)で当所 の三 レ ポー トが
各 々16・17・19位とな りま し た。
<16>バイ オテ ク ノ ロ ジー の 開発利 用 とそ の影 響 に 関 す る調 査 研究 一バ イ オテ ク ノ ロ ジー の 実 用 化
とその 課 題 一(NISTEPREPORTNo.13)
<17>新材 料 の 開発 ・利 用 と その影 響 に関 す る調 査 研 究 報 告(調 査 資 料 一一6)
<19>企業(製 造 業)が 「造 る集 団 」か ら「考 え る集 団」に 製 造 業 の研 究 開 発 活動 と生 産 活 動 の 関係 の
変 化 に関 す る調 査研 究 その1)(NISTEPREPORTNo.15)
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2。 レポ ー ト紹 介/KighlightoftheNewRepert
(NISTEPREPORTNo.21)
ア ジア地 域 の エ ネル ギ ー消 費 構 造 と地球 環 境 影 響 物 質
(SOx、NOx、CO2)排 出量 の動 態 分 析
第4調査研究グループ 加藤 信夫
本報告書 は、地球規模 での環境対策に資す るため、アフガニスタン、パ キス タン以東 のアジア全域
(25ケ国)を対象 として、同地 域のエネルギー消費構造の把握及びエ ネルギー利用 に伴 うSOx、NOx、
CO2の排出量 の推計 を行 う とともに、これ らの動態分析(1975-87年)を行 い、その実態 を地域 的に明
らかに したもの であ る。
なお、本調査研究 は、平成元年3月 に 「アジアの エネル$'-m消費 と地球環境に関する調査研究会 」
(委員長:安藤淳平 中央大学 教授 他15名)を 設置 し、御指導、御 協力を得 たもので ある。
(本報告書の特徴)
(1)アジア全域(25ケ国)について、特に開発途上国の主 要なエネルギー源のひ とつである植物 性燃 料
(薪炭、バ ガス等)を含 む詳細 なエネルギー消費構造 の動態分析 としては初 めて。
(2)アジア地域25ケ国 の全域 、特に中国、イン ド国内の地域別のSOX、NOX、CO2排出量を推 計 し、そ
の動態 として経 年的実態 を把握 したものは本調査研究 が初 めて。
(3)エネルギー消費 部門を17種類 に分け、燃料を27種類 に分 けてSOX、NOX、CO2の排出係 数を、中
国 、イン ド等 における現地調 査による資料収集 も含 め、アジア各国 に適用 す るもの として詳細 に検 討
した ものであり、環境対策を立案す るための基盤 とな る資料。
(結果 の概要)
(1)アジア地域 は、経済発展 に伴 い世界 の中で も最 もエネル ギー消費 の拡大が進行 しつつあ り(1975
-87年平均伸び率:アジア3.8%、世界2.4%)、2回の石油危機を経 てエネル$SN-一の多様化 が進む なかで、
地球環境負荷 の大 きい石炭への依 存が増加 しつつあ る(図一1参照)。そのため、エネルギー消費量の年
平均伸び率を上 回 るSOx(同3.9%)、NOx(同4.3%)、CO2(同3.9%)排出量 の増 加 とな ってお り、これ
らの原因 により大気汚染が進行 しつつあ る。
(2)地域的みる と、中国、韓国、台湾、香港等の東 アジアでは地球環 境負荷 の大 きい石炭 への依存が増
大 し、バ ングラデシュ、ミャンマー、イ ン ドネシア、マレー シア、ネパ ール等 の南 アジア、東南 ア ジア諸
国 では、環境負荷 の相 対的に小 さい植物 性燃料 、天然 ガスへ の依存 とい う地域的傾向がある(図一2参照
)。 これ らは、1次エネルギー消費量合計当た りのSOx,NOx、CO2排出量の格差に大 きな影響 を
もた らしてい る。
単位面積当 りのSOX、NOX、CO2排出量は、東 アジアで大 きく、これ らの排 出量 の大 きい地域が拡
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太 しつつある(図一3参照)。また、中国、イ ン ド内陸部 では、単位面積 当 りの これ らの排出量は まだ小 さ
い ものの、電力化 による発電 稼働等 が原 因で これ らの排出量の増加率 が高 い。
(3)エネルギー消費 部門別 にみる と、経済水準の向上 とともに進行 す る工業化、電力化 を示す エネル
ギー消費 の変化 があ る。この変化 が、NIEs、東南 ア ジア、中国、南 アジア諸国へ と伝播 しつ つある。
特 に、電 力化 に伴 い発電部 門か らのSOX、NOX、CO2排出量 の伸 びが、産業、輸送、民生等の その他 部
門か らの排出量 を上 回 り増加 しつつある。発電部 門の エネル ギー効率 は開発途上国で低 く、30%以下 の
低 水準の ところがあ り(日本:約40%)、これらの排出量 の増加 の一因 とな ってい る。
(4)日本 は、環境対策 によりSOx、NOxの排出量を抑 制 しているが、1987年 時点 では、環境対策
無 しを想定 した場合 の排出量 に対 して、SOxが29%の排出量であ り、NOxが6e%の排出量 とな り、今 後
開発途上国が環境対策 を進 めるうえで、ひ とつの方向 を示す もので ある。
(5)今後、実施すべ き課題 として、地球環境保全の検討 に資す るエ ネルギーバ ランス表 、燃料 性状デー
タの整備 が必要 であ る。また、エネルギー及び環境 制約下 における、ア ジア地域 に即 したエネル ギー利







図一1世 界 の 地 域 別1次 エ ネ ル ギー 源 別 消 費 量
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Oオ ー ラン ド・カ'?・一ゴ研究員(第2研究 グルー プ)は、平成3年10月29日よ り同31日まで米国産 業研究
協会(IRI)の本部(ワシン トンD.C.)において開催 され たr日米研究 開発 マネ ジメン ト・フ ォー ラム」に
出席 した。IRIと財 日本生産 性本部 によ り共催 された本会合 には、日米両国か ら60名程の参加 があ り、
産業界 における研究協力の原理 、大学か らの技術移転 、R&Dにおける品質マ ネジメン ト、国外研究開発
拠点の設立 とマネ ジメン トの4つのセ ッシ ョンごとに議論 が行われ た。カマー ゴ研究員 は、特 別講演 と
してr在日外資系企業 の研究 開発活動」を発表 した。
○第2調査研究 グルー プ 長浜 元
r日・米 ・欧に おける科学技術 に対す る社会意識の国際比較調査」のための国際専門家会議の実施打
ち合わせ及び関連情報の収 集 ・交換等の ために ドイツ ・4ギリス・ベ ルギーの3ケ国に出張 した。訪問
した機関等は次 の とお りで ある。
ドイツ:①フ ラウンホーフ ァー協会 システム工学 ・技術革新研究所(ISD、(カールスルーエ市)
②社会調査及 び分析 センター(ZUMA)、(マンハイム市)
③ シ ュパイヤー高等行政学院及 び付属行政学研 究所(シュパイや一帯)
イギ リス:①科学博物 館付属図書館、(ロン ドン市)
② ロ ジャー ・シルバース トー ン、サセ ヅクス大学教授(オ ヅクスフ ォー ド市)
③ ク リプ トン・カレ ッジ、サイ エンス・ス クー ル、(ブリス トル市)
ベ ルギー:①EC委員会第12総局及び同局 モニ タ 一ー－FASTプログラム・グルー プ、(ブラ ッセル市)
②EC委員会付属研究所、EC予測細胞、(ブラッセル市)㌻
上記各機 関か らそれぞれ幾つかの資料 を収集 してきてい るので、関心 をお持 ちの方は直接 問い合 わ
せ て下 さい。
編 集 ・発 行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュー ス」 編集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
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